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2018 年度ナショナル・ジョブ・フェアのオープニングセレモニー（ブミウィヤタ、デポック市にて） 

 
インドネシア共和国労働省は、デポック市の Hotel Bumi Wiyata で 2018 年度ナショナル・ジョブ・

フェアを 2018 年 4 月 7 日（土）～2018 年 4 月 8 日（日）の 2 日間の日程で開催しました。 
このイベントは、求職者向け就職関連情報の提供を目的としています。参加者はイベントに出展して

いる企業のブースを訪れ、企業説明を受けていました。 
 

 
PT. JIAEC 取締役代表とリクルートスタッフ 

 
 

2018 年度ナショナル・ジョブ・フェア 
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このイベントは一般の求職者向けに行われ、初日には約 7,000 人の専門学校、大学、大学院生の参加

がありました。入場料は無料で、約 142 社が参加し、12,000 件の就職先情報の提供がありました。 
技能実習生の送り出し機関である PT. JIAEC もインドネシア共和国労働省の招待により参加し、イ

ンドネシアの若者を対象に技能実習制度の紹介を行いました。 
 
このようなジョブフェアはインドネシア各地で開かれています。イベント内容はリクルート、会社説明、

適性検査など、日本で行われるものと似ています。ジャカルタで行われたジョブフェアを例に見てみると、

参加企業も銀行、保険会社など様々です。 

 

あるローカル企業の選考過程を見ると下記の通りです。 

1 :募集職種にウェブサイトから応募 

2 :ウェブ選考 

3 :面接 

4 :インターン 

5 :採用オファー/健康診断 

 

ジャカルタで開催されるジョブフェアの中には、日本の経済産業省の補助事業として主催される

ものなどもあります。このようなフェアでは日本に本社がある企業が多数参加し、インドネシアの

若者に現地日系企業や日本での就職の機会を提供しています。 

インドネシア進出を見据えた企業の参加もあれば、日本国内での若年人口の減少に伴う外国人人

材の採用、社内の活性化、国際化など目的は様々ですが、参加企業は日系企業や日本国内での就職

を目指す学生とのマッチングに力を入れています。 
 
今年 2月に出されたインドネシアにおける就業状況のデータを見ると、2018 年 2 月時点での労働

人口は 1億 3千万人、 前年度の同時期に比べ 2.4 万人の増となりました。失業率も 2018 年 2月時

点では昨年に比べ 5.13％減となっています。失業率を学歴別に見た際、最も割合が多いのは工業高

校卒です。 

労働人口に上昇が見られたものを職種別にみると、飲食関係 0.68％、加工業 0.39％。それに対

して、農業 1.41％、建設 0.20％、教育関係は 0.16％の減少が見られました。 

また賃金に関して見てみると、2018 年 2月時点での平均月収は 265 万ルピアです。特に高いの

が金融、保険サービスの部門で、1,300 万ルピアとなっています。男性労働者の平均月収は 291 万

ルピアと、女性の 221 万ルピアに比べ高い値となっています。また大卒者の平均月収は 442 万ルピ

アと、小学校卒業の労働者とは 3倍近くの開きがあります。（小学校卒業以下の学歴の人の平均賃

金は 157 万ルピア）※８月１日現在で１円＝約 130 ルピア 

数字だけを見るとインドネシアの就業状況は改善しているといえます。しかしながら日

本同様、インドネシアでも求職者を取り巻く環境は日々変化し続けています。経済の発展

に伴い、当然求職者が企業に求める条件も増えてきます。今後、企業としても、求職者の

状況に沿った柔軟な対応、優秀な人材を確保するための工夫が必要だと考えられます。 

 

出典：Badan Pusat Statistik, “Berita Resmi Statistik 
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★岡山県インドネシアビジネスサポートデスク（ＰＴ．ＪＣ内）概要★ 

所在地：Rukan Tanjung Mas Raya Blok B-1 No. 29 

     Jl. Raya Lenteng Agung, Tanjung Barat, Jagakarsa, 

     Jakarta Selatan 12530 INDONESIA 

デスク担当者：PT.JC 武井 和宏（たけい かずひろ） 

対象エリア：インドネシア全域 

 

※「岡山県インドネシアビジネスサポートデスク」では、岡山県内に事業所を有する企業や経済団体等

のインドネシアでの事業展開を支援しています（岡山県から公益社団法人 日本インドネシア経済協

力事業協会に業務を委託）。ご利用に当たっては、「岡山県インドネシアビジネスサポートデスク」利

用の手引きをご覧のうえ、岡山県産業企画課マーケティング推進室（電話 086-226-7365）までご相談

ください。 

 

※本レポートは岡山県内企業のインドネシアでの事業展開の一助とするため作成されたものであり、サ

ポート対象に該当しない個別のお問い合わせには対応しておりません。 


